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第1章 芦屋市水道ビジョンの策定に当たって 

1.1 趣旨及び目的 

 

芦屋市水道事業は、昭和 13 年 4 月の給水開始から今日まで長い歴史を重ね、現在で

88 年を迎えています。本市では、平成 21 年 9 月に厚生労働省の「水道ビジョン」を基

本とし、本市が抱える課題や将来見通しを踏まえた中長期的な方向性を示す「芦屋市水

道ビジョン」を策定しました。 

 

平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災では水道施設が甚大な被害を受け、市民の皆さまに

大きな不便をおかけした経験から、「芦屋市水道ビジョン」では「持続ある水道」「安

心・強靭な水道」「環境への配慮と情報公開」の視点を掲げ、事業改善に取り組んでき

ました。その後も、平成 23 年 3 月の東日本大震災、平成 28 年 4 月の熊本地震、令和６

年１月の能登半島地震など、大規模災害が相次ぎ、水道施設への被害が甚大となる事例

が続いたことで、災害時におけるライフライン確保や水道事業継続の重要性が改めて認

識されました。さらに、南海トラフ巨大地震の発生も予測されており、施設の耐震化や

バックアップ機能の強化など、安心・安全な水供給体制の確保がこれまで以上に求めら

れています。 

 

一方で、水道事業を取り巻く環境は厳しさを増しています。将来人口の減少が見込ま

れるなか、節水型機器の普及も進み、水需要の大幅な伸びは期待できません。また、昭

和 30〜40 年代に整備された配水管や施設の老朽化が進行し、更新・耐震化にかかる経

費は増加しています。加えて、燃料費・資材費・人件費の高騰により、工事費は 10 年

前と比べて約 1.5 倍に上昇しており、事業運営に大きな影響を及ぼしています。 

 

さらに、長年本市の収入の一部を支えてきた兵庫県住宅供給公社からの水利負担金収

入が令和 7 年度で終了したことにより、財政面での新たな課題が生じています。加え

て、広域水道を担う阪神水道企業団からの受水費についても、今後値上げが見込まれて

おり、水道事業の経営環境は一層厳しくなる見通しです。 

 

こうした大きな環境変化に対応するため、厚生労働省は従来の「水道ビジョン」を全

面的に見直し、「新水道ビジョン」を策定しました。本市でもこれを踏まえ、平成 26 年

3 月、平成 29 年度、さらに令和３年度と改定を行いました。そして令和３年度の改定よ

り 4 年が経過した今回の見直しも、更なる社会情勢の変化、事業環境の厳しさを踏まえ

た、令和９年度から５年間の芦屋市水道ビジョンを更新するものです。 
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1.2 計画の位置付け 

厚生労働省は水道行政の基本方針として「水道ビジョン」を平成 16 年 6 月に策定

し、平成 20 年 7 月に一部改正を行っていますが、その後の水道を取り巻く状況の変化

への対応や、より災害に強く持続可能な水道を実現するために、平成 25 年 3 月に「新

水道ビジョン」を策定し、公表しました。 

本市では、令和 8 年 3 月に「人がつながり 誰もが輝く 笑顔あふれる住宅都市」を

将来像とする第 5 次芦屋市総合計画後期基本計画を策定しました。その中で、芦屋市水

道事業は、目標とする 10 年後の姿として施策目標「持続可能な生活インフラ整備が進

んでいる」、基本施策「持続可能な生活インフラを保全します（上下水道・ごみ処理施

設）」を掲げ、「上下水道事業の安心・安全で安定的な運営」のため、「将来に渡って上

下水道施設を快適に利用できるよう、施設の計画的な維持管理、耐震化を行います」と

取組を示しています。 

「芦屋市水道ビジョン」は、芦屋市水道事業の将来像や具体的施策を明らかにするも

のであり、「新水道ビジョン」に示された方針、総務省通知「公営企業の経営に当たっ

ての留意事項」に沿ったものとなるよう留意し、市の上位計画である「第 5 次芦屋市総

合計画（令和 3〜12 年度）」の方針と整合を図り策定しています。 

図 1.2.1 位置づけの概念図 

第５次芦屋市総合計画 

後期基本計画 

人がつながり 誰もが輝く 
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【令和８年３月策定】 

芦屋市水道ビジョン 

及び 

経営戦略 

【令和９年３月策定】 

新水道ビジョン 

【平成２５年３月策定】 

厚生労働省 

水道の理想像：安全・強靭・持続 

公営企業の経営に当たっ 

ての留意事項 
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1.3 計画期間及びフォローアップ 

芦屋市水道ビジョンの令和３年度改訂版は、下水道ビジョンと計画期間を合わせるた

めに令和４年度から令和１３年度までの１０年間の計画となりました。これまで 4 年毎

にこの先１０年程度の見直しを行っていましたが、令和９年度改訂版はより厳しい経営

状況を精緻に計画に反映させるため現行計画の後期である令和９年度から令和 13 年度

までの５年計画を変更しました。 

なお、見直しに当たっては、市民の皆様や学識経験者のご意見を踏まえて行います。 

この「芦屋市水道ビジョン」を基に、事業の実施と進捗管理、目標達成状況の把握、

改善方策の検討、社会情勢に応じた計画の見直しという一連の改善活動についてＰＤＣ

Ａサイクルを活用して事業の進行管理を行います。 

 

 

図 1.3.1 計画期間の考え方 
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第2章 芦屋市水道事業の概要 

2.1 芦屋市の概要 

本市は兵庫県南東部、大阪市と神戸市の二大都市の間に位置し、北には緑豊かな六甲

の山々が連なり、南には大阪湾、自然環境や温暖な気候に恵まれた居住条件の優れた住

宅地として発展してきました。 

しかし、平成 7 年 1 月の阪神・淡路大震災によって、本市は甚大な被害を受けまし

た。この未曽有の災害からの復旧・復興に当たっては、全国から寄せられた支援に支え

られながら、市民と行政が協力し、まちの再生・創生を図ってきました。 

現在は令和 8 年 3 月に策定した「第 5 次芦屋市総合計画後期基本計画」に基づき、芦

屋市の良さ・個性を活かしたまちづくりを推進しています。 

 

 

図 2.1.1 給水人口・世帯数の推移 
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2.2 芦屋市水道事業の沿革 

 

昭和 13 年 4 月に精道村村営水道として計画給水人口 50,000 人、計画一日最大給水量

8,250m3で給水を開始しました。 

まちの発展に伴う人口の増加や市域の拡大に対応するため 7 期にわたる拡張事業を実

施し、市民の皆様に安心・安全でおいしい水の供給に努めています。 

現在（令和６年度決算）の給水人口は 91,972 人、一日最大配水量は 29,343m3となっ

ています。 

 

 

図 2.2.1 芦屋市水道事業の沿革、給水人口及び一日最大給水量の推移 
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表 2.2.1 芦屋市水道事業の沿革 

 
  

事業名 一日最大給水量 概要

創設工事

（昭和10～13年）
8,250m3／日

・芦屋川取水えん提　　　　・導水路

・奥山浄水場　・高区配水池（現奥池浄水場浄水池）

・低区配水池（現第１中区配水池　旧池）

・配水管

第１期拡張事業

（昭和14～31年）
8,700m3／日

・六麓荘浄水場（現在は廃止）

・六麓荘貯水池（現在は廃止）

・六麓荘配水池（現在は廃止）

第２期拡張事業

（昭和31～37年）
22,500m3／日

・配水管

第３期拡張事業

（昭和36～43年）
38,000m3／日

・最高区配水池　　　　　・六麓荘貯水池

・最高区揚水ポンプ設備

・原水前処理施設（現在は廃止）

・高座川浄水場（現在は廃止）

・高座川配水池（現在は廃止）

第４期拡張事業

（昭和42～47年）
38,000m3／日

・奥山貯水池

・導水路（奥山貯水池～奥山浄水場）

・高区配水池　　　・第１中区配水池

・第２中区配水池　・計装設備（奥山浄水場）

第５期拡張事業

（昭和50～60年）
45,800m3／日

・低区配水池

・埋立地用送配水管

第６期拡張事業

（昭和60～平成7年）
51,900m3／日

・奥池浄水場（統合）　　　・第１工区配水池（統合）

・第２工区配水池（統合）　・第３工区配水池（統合）

・第２工区中継ポンプ場　　・計装設備（奥池浄水場）

・奥山浄水場計装設備更新

第７期拡張事業

（平成8年～令和7年）

57,200m3／日

平成24年4月から

41,800m3／日

・奥池浄水場更新

・奥山浄水場管理棟及び計装設備更新

・六麓荘高区配水池

・配水管
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2.3 水源 

 

水源は、まちの発展に伴う人口の増加や市域の拡大に対応するため、自己水源の確保

とともに、阪神水道企業団（以下「阪神水道」という。）に参画することにより給水能

力を順次拡大してきました。 

現在、芦屋市水道事業では、奥池浄水場系統、奥山浄水場系統及び阪神水道系統の 3

つの系統で水を供給しています。奥池浄水場系統では芦屋川の本谷及び椿谷から取水

し、奥山貯水池に貯留した水を浄水し供給しています。奥山浄水場系統では芦屋川から

取水し浄水した水と琵琶湖・淀川を水源とする阪神水道から受水した水を供給していま

す。阪神水道系統では阪神水道から受水した水を供給しています。 

自己水源の割合は、全体の 15％であり、残りの 85％は阪神水道から受水していま

す。自己水源は上流域に汚染源となる施設がないこともあり良好な水質を維持していま

す。また、阪神水道では全量高度浄水処理を導入しています。高度浄水処理とは通常の

浄水処理に加え、オゾンにより水中のかび臭や有機物を分解し、粒状活性炭層に水を通

して、かび臭や有機物などを取り除く処理です。水中に残る微量のトリハロメタンやか

び臭や有機物をほぼ除去することができます。 

そのため、自己水源系統及び阪神水道系統とも安心・安全でおいしい水を供給してい

ます。 

 

図 2.3.1 水源の概要 

 

１１％

８９％ 
阪神水道企業団 85％ 

 
自己水源 15％ 
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2.4 水道施設の整備状況 

 

芦屋市水道事業では、六甲の地形を活用した自然流下方式により市民の皆様に供給す

るために、標高区分で 420〜560ｍの奥池地区、50〜185ｍの六麓荘、最高区及び高区、

50ｍ以下の中区、第 1 低区及び第 2 低区に給水区域を分割しています。 

水源別では、奥山貯水池を水源とする奥池浄水場系統の奥池地区、芦屋川と阪神水道

からの受水で供給している奥山浄水場系統の最高区、高区、六麓荘、阪神水道からの受

水のみで供給している阪神水道系統の中区、第 1 低区、第 2 低区となっています。 

主な施設としては、奥池浄水場と奥山浄水場の２か所の浄水場と 10 か所の配水池を

有しています。 

 

図 2.4.1 水道施設の概要 
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図 2.4.2 給水区域図 
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2.4.1  奥池浄水場 

昭和 47 年 12 月に宅地開発に合わせて建設された奥池浄水場は、昭和 55 年 4 月に開

発業者から水道施設の移管を受けて、簡易水道事業として給水を開始しました。 

その後、老朽化と安定給水に対応すべく昭和 60 年 4 月に水道事業に統合し、第 6 期

拡張事業及び第 7 期拡張事業において、計装設備の更新及び全面改築を行いました。 

芦屋川の本谷及び椿谷から取水し、奥山貯水池に貯めてから、奥池浄水場において浄

水しています。浄水方法は、敷地面積の制約から急速ろ過方式で処理し、滅菌後、配水

池に送水しています。 

表 2.4.1 奥池浄水場の概要 

所在地 芦屋市奥池町 

 

完 工 
昭和 47 年 12 月 

（平成 12 年 3 月更新） 

原 水 奥山貯水池 

処理方法 凝集沈殿－急速ろ過 

処理能力 1,710ｍ3／日 

 

2.4.2  奥山浄水場 

奥山浄水場は、水道創設時からの浄水場で、水源である芦屋川から取水し、緩速ろ過

方式で処理し、滅菌後、配水池に送水しています。 

阪神・淡路大震災では、普通沈殿池やろ過池に被害を受け、大規模な改築を行いまし

た。また、平成 16 年 3 月に管理棟を建て替え、平成 17 年 3 月に計装設備の更新を行い

ました。 

表 2.4.2 奥山浄水場の概要 

所在地 芦屋市奥山 

 

完 工 昭和 13 年 3 月 

原 水 芦屋川 

処理方法 普通沈殿－緩速ろ過 

処理能力 7,985ｍ3／日 
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2.4.3  管路・配水池 

配水池施設は、奥池浄水場系統が 4 か所、奥山浄水場系統が 3 か所、阪神水道系統が

3 か所、合計 10 か所の施設を有しています。芦屋市では、六甲山系の地形を生かし、ポ

ンプ等の動力設備を使わなくても配水できる自然流下方式を基本としています。 

令和６年度末の導送配水管総延長は 254.0km ですが、法定耐用年数である 40 年を超

えたもの（経年化管路）が約 96.9km を占めており、老朽化により更新の時期を迎えて

います。 

 
図 2.4.3 管路経年化率（％） 

 

 

図 2.4.4 基幹管路の耐震適合率（％）  

　　※管路経年化率（％）＝（法定耐用年数を超えた管路延長）／（管路総延長）×100

　　出典：総務省　令和６年度決算　経営比較分析表データ
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表 2.4.3 配水池の概要 

 

配水池の耐震化率は、令和 4 年度に低区配水池の耐震化が完了したことにより、全国

及び兵庫県平均と比較して高い水準となっています。一方で、なお 6 施設の配水池が未

耐震であることから、今後も計画的に耐震化を進めていく必要があります。 

 

図 2.4.5 配水池の耐震化率 

区分 施設名称 構造形式／寸法 完工 耐震化

第１工区配水池
ＲＣ造・半地下式（有効容量130ｍ³）

　　　5.0ｍ×5.0ｍ×水深2.6ｍ（2池）
昭和39年8月

第２工区配水池
ＲＣ造・半地下式（有効容量400ｍ³）

　　　7.0ｍ×11.5ｍ×水深2.5ｍ（2池）
昭和44年12月

第３工区配水池
ＲＣ造・半地下式（有効容量584ｍ³）

　　　7.3ｍ×10.0ｍ×水深4.0ｍ（2池）
昭和47年12月

第４工区配水池
ＰＣ造・地上式（有効容量90ｍ³）

　　　φ9.4ｍ×水深2.7ｍ（1池）
昭和58年10月

最高区配水池
ＰＣ造・地上式（有効容量450ｍ³）

　　　φ12.0ｍ×水深4.0ｍ（1池）
昭和40年3月

高区配水池
ＰＣ造・地上式（有効容量2,500ｍ³）

　　　φ22.0ｍ×水深6.7ｍ（1池）
昭和44年7月 〇

六麓荘高区配水池
ＳＵＳ造・地上式（有効容量600ｍ³）

　　　6.0ｍ×17.0ｍ×水深3.0ｍ（2池）
平成16年2月 〇

第１中区配水池

（旧池）ＲＣ造・地下式（有効容量1,500ｍ³）

　　　12.4ｍ×12.4ｍ×水深5.0ｍ（2池）

（新池）ＲＣ造・地下式（有効容量1,000ｍ³）

　　　11.0ｍ×25.0ｍ×水深4.0ｍ（1池）

(旧池)昭和13年3月

(新池)昭和45年3月

（旧池）

（新池）〇

第２中区配水池
ＰＣ造・地上式（有効容量2,500ｍ³）

　　　φ20.0ｍ×水深8.0ｍ（1池）
昭和47年3月 〇

低区配水池
ＰＣ造・地上式（有効容量7,000m³）

　　　φ38.0ｍ×水深6.2ｍ（1池）
昭和52年3月 〇
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2.5 水需要 

 

給水人口は、平成 7 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災によって、一時は約 73,000

人まで減少しましたが、令和６年度には 91,972 人となっています。 

一日最大配水量は、平成 18 年度に 38,808m3を記録し、その後は減少傾向をたどり、

令和６年度には 29,343m3と平成 2 年度の約 76％になっています。 

この傾向は、一人一日平均有収水量でも同様であり、節水型機器の普及等が起因して

いるものと考えられます。 

 
図 2.5.1 給水人口及び配水量の推移 

 

 

図 2.5.2 一人一日平均有収水量の推移 
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給水人口は、第 5 次芦屋市総合計画後期基本計画の推計人口を採用しており、平成 27

年度の 94,903 人をピークに減少すると想定しています。 

給水人口の減少に加え、節水型機器の普及等により一人当たり使用水量も減少傾向に

あることから、今後、さらに水需要は減少するものと見込んでいます。 

なお、水需要の減少を受けて、事業計画を見直し、平成 24 年 3 月には給水人口及び

給水量の事業認可変更を行っています。 

見直し後の事業計画は、令和 7 年度（平成 37 年度）を目標年次とし、給水人口を

98,600 人、一日最大給水量を 41,800m3としていますが、将来計画の基礎資料として給

水人口や一日最大給水量の見直しを検討していきます。 

 

表 2.5.1 計画給水人口及び計画一日最大給水量 

 
 

 

 
図 2.5.3 給水人口の推計 

  

認可

（平成8年4月）

変更届出

（平成24年4月）

年度 平成22年度 平成37年度

行政区域内人口（人） 94,100 98,600

給水人口（人） 94,100 98,600

一日最大給水量（m3／日） 57,200 41,800

94,177 93,840
94,323

93,093
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第3章 芦屋市水道事業の現状と課題 

 

第 3 章では、平成 21 年 9 月に策定した「芦屋市水道ビジョン」の経営目標「持続あ

る水道」、「安心・強靭な水道」、「環境への配慮と情報公開」に沿って、これまでの取

組、現状及び課題を整理します。 

 

3.1 持続 

 

3.1.1  財務及び料金体系 

 

(1) 収益的収支（期ごとの収支） 

年度ごとの収支状況は、給水収益の増加、効率的な組織への改正、民間委託の拡

充、経費見直しにより経営の合理化・効率化を進めていたものの、令和 4 年度以降特

に人件費や委託料、部材費などの物価高騰により純利益が逓減しています。 

また、平成 23 年度から令和 7 年度までの 15 年間収入していた兵庫県から芦屋浜埋

立地の水道整備による水利負担金（毎年約 1.2 億円（特別利益に計上））もなくなり、

今後の施設や老朽管の更新等を控えている中、ますます厳しい経営環境になると想定

されます。 

 

図 3.1.1 収益的収入及び支出 

 



16 

 

〈兵庫県住宅供給公社（以下「県公社」という。）からの水利負担金収入〉 

芦屋浜埋立地の水道施設の整備に当たり開発者の県公社と水利負担に関する協定

を昭和 54 年 4 月に締結しています。県公社が負担する金額は芦屋浜埋立地に必要

とする水量に相当する阪神水道第 5 期拡張工事関係経費としていました。阪神水道

第 5 期拡張工事は平成 22 年 8 月に事業完了しましたので、平成 23 年 3 月に県公社

が負担する水利負担金を約 18 億 3 千万円と確定しました。この水利負担金を平成

23 年度から令和 7 年度までの 15 回分割することとなり、毎年、約 1 億 2 千万円を

水道事業の特別利益に計上していました。 

 

料金改定は、平成 18 年度以降行っていません。今後、阪神水道企業団と構成市に

おいて受水費の見直しを協議するとともに、老朽管更新及び水道施設等の耐震化に向

けて財政基盤の強化を図れる水道料金の見直しが必要です。 

図 3.1.2 水道料金改定の状況 

 

〈阪神水道受水費の削減〉 

阪神水道企業団と各構成市（神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市、宝塚市）で平成

29 年度から分賦負担金制度の見直しを検討し、変動費と固定費に分ける２部制導入

に向けた協議を実施しました。そして、令和 2 年度から固定費の削減も含めて導入

し、その結果、芦屋市で年間約 2,300 万円の受水費を縮減しました。また、水需要

の減少に伴う、施設規模の適正化と分賦基本水量の見直しにより受水量の変動に関

わらず、配分水量比率による負担増の懸念があったため、平成 30 年度から負担増
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を極力回避する策を検討し、令和 9 年度から固定費を新旧に分ける 3 部制の導入を

決定しました。 

  

(2) 収益的収支内訳（令和６年度） 

収益的収支の収入では、約 16 億 7,290 万円（83.4％）が水道料金収入となっていま

す。 

支出では、阪神水道からの受水費が 6 億 4,815 万円（33.9％）と最も多く、次い

で、減価償却費が 4 億 4,408 万円（23.2％）、浄水費が 2 億 9,564 万円（15.4％）とな

っています。 

 

図 3.1.3 収益的収支の内訳（令和６年度、税抜き） 
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給水原価と供給単価では、供給単価はほぼ変わっていませんが、給水原価が逓増し

てきており、令和６年度も前年に引き続き、給水原価が供給単価を上回っています。 

有収水量 1ｍ3あたりにかかる費用は増加しており、物件費、人件費などのコスト増

が反映され、今後もこの傾向は続くものと思われます。 

 

図 3.1.4 給水原価と供給単価 

図 3.1.5 給水原価の目的別構成 
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(3) 料金体系等 

水道料金は、メーターの口径により決まる「基本料金」と、使用料金により決まる

「従量料金」の合計額となります。基本料金及び従量料金は以下のとおり設定してい

ます。 

 

表 3.1.1 料金体系表（令和 8 年 4 月） 

 

 

阪神間では、本市と神戸市、猪名川町を除く、全ての水道事業体で、使用水量が１

㎥から従量料金を請求する料金体制となっています。 

本市では、使用水量が基本水量に満たない世帯が約 40％あり、使用水量が料金によ

り適切に反映される料金体系の検討が必要な状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（円，税込み）

メーター 基本料金

口径 （２か月） 1～

20ｍ3

21～

40ｍ3

41～

60ｍ3

61～

80ｍ3

81～

100ｍ3

101～

200ｍ3

201ｍ3

～

13mm 1,980.0

20mm 2,486.0

25mm 3,300.0

40mm 5,588.0

50mm 11,660.0

75mm 24,640.0

100mm 46,860.0

150mm 127,160.0

公衆浴場用

臨時用

154.0

572.0

従量料金（ｍ3当たり）

基本料金

に含む

154.0

154.0 198.0 242.0 264.0 297.0 330.0
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水道料金水準は，兵庫県下でも平均以下の水準となっていますが，約 70％の方が使

用しているメーター口径 20ｍｍの阪神間での比較では 3 番目に安い水準となっていま

す。 

 

 

図 3.1.6、表 3.1.2 阪神間の水道料金の比較（２か月） 

 

  



21 

 

 

 

図 3.1.7 兵庫県下の水道料金の比較（2 か月） 
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課題  

✓  今後発生する老朽管更新並びに水道施設等の耐震化事業に向けて財政基盤の

強化を図れる水道料金の見直しが必要です。 

✓  また、料金体系の見直しに当たっては、節水型機器の普及や少子高齢化に伴

う世帯構成等の時代変化を踏まえ、基本水量制度のあり方等の検討が必要で

す。 

✓  阪神水道企業団からの受水費の軽減、受水量の適正化等についての検討が必

要です。 

✓  自らの経営状況を把握し日々の水道事業経営に活かすために、法律で定めら

れている財務会計のみならず、本市のアセットマネジメントの取組を浸透さ

せていく必要があります。 

✓  安定的な水道事業経営を進めるために、経営戦略で示す収支計画を踏まえ、

効率的な経営を行いながら投資を計画的に進めていく必要があります。 

✓  官民連携の推進により、民間企業のノウハウを活かしつつ効率的な水道事業

経営を進める必要があります。 
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3.1.2  組織体制及び人材育成 

 

(1) 組織体制 

職員数は、これまで組織の効率化や民間委託化によって、平成 23 年度の 45 人から

令和 6 年度には 28 人になりました。 

平成 20 年度以降は、耐震化や老朽管対策などの施設整備や維持管理を着実に実施

するために、平成 23 年度では 45 人まで職員数を増員しました。一定の効果がみられ

たため、その後は、部体制の見直しを行い、令和６年度は 28 人、3 課 6 係制で運営し

ています。 

職員の平均年齢については、平成 17 年度には 51 歳となり、その後 46 歳程度を推

移していましたが、令和 6 年度は 49 歳です。 

 

 

図 3.1.8 職員数及び平均年齢の推移 
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図 3.1.9 組織図及び主な業務 

 

 

(2) 人材育成 

技術継承及び水道事業に必要な技術・知識の向上を図るため、研修会及び講習会等

に参加しています。令和 6 年度は、庁外の研修会に延べ 23 回、30 人が参加し、１人

あたり約 1.1 回外部研修に参加しました。 

また、芦屋市水道事業は、事業規模が小さいこともあり、職員一人ひとりが多様な

業務を担っており、日々の業務や経験を通じて学びながら技術・知見の継承を行って

います。技術職については、土木施工管理技士、水道浄水施設管理技士、水道管路施

設管理技士など水道関連等の公的資格の取得を、事務職については、経理等の業務関

連資格の取得を促進することで、人材育成に力を注いでいきます。 

さらに、関連団体への技術研究発表会への参加や論文投稿にも積極的に取り組んで

いきます。 
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図 3.1.10 庁外での研修等実施状況 

 

 

課題  

✓  ベテラン職員の定年退職が、この 5 年間（令和元年〜令和６年度）で４人と

なります。技術やノウハウを継承する若手職員の人材育成を行う必要があり

ます。 

✓  社会情勢の変化や多様化する行政ニーズに柔軟かつ的確に対応し、市民の信

頼を得られる職員、また、民間委託の活用や事業運営手法の多様化等に対応

できる職員を育成するため、計画的な技術・知見の継承、研修会、講習会及

び論文発表などへの参加機会の創出が引き続き必要です。 



26 

 

3.1.3  業務実施体制 

 

(1) 民間活用 

水道事業における業務は多岐にわたり、官官・官民連携等によってそれぞれの長所

を活用した効率的な運営が求められています。制度面では、平成 11 年「民間資金等

の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（ＰＦＩ法）、平成 14 年「改

正水道法」による第三者委託制度の導入、令和元年には、地方公共団体が水道事業者

等としての位置づけを維持しつつ、水道施設の公共施設等運営権を民間事業者に設定

できるコンセッション方式の導入を可能とする水道法改正が行われました。 

水道事業経営における水道事業者相互間や水道事業者と民間事業者間の連携の活用

に関しては、ＰＦＩ法、改正水道法の他、地方自治法による指定管理者制度等が整備

されています。 

芦屋市水道事業は、これまでも民間活用を進めており、人事・給与・労務、事業・

収支計画、予算・決算等の経営部門や設計業務などを除いた業務を民間に委託してい

ます。 

生活に直結した水道水を安全にお届けする市民の皆様との窓口として、平成 27 年

度に「水道お客様センター」を包括的に民間委託で開設しました。当センターでは、

引っ越しに伴う使用開始申込み、使用中止の届出、検針、料金等に関するお問い合わ

せ業務などを行っています。引き続き民間事業者の専門技術やノウハウを活用しなが

ら、利用者サービスの向上と業務の効率化を図るため、民間活力のさらなる活用につ

いて検討を進めます。 

表 3.1.3 各業務の民間活用状況（令和８年 4 月現在） 

所管組織 活用内容 

水道業務課 

量水器の取替業務 

使用水量の検針業務 

開閉栓業務 

水道料金の収納・清算・滞納徴収業務 

使用開始・中止等の窓口・受付業務 

水道メーター管理業務（在庫管理、出庫及び返納、分解など） 

水道工務課 

水道施設の設計業務（一部） 

施設・計器類の点検業務（一部） 

水質試験・検査業務 

奥池浄水場の運転管理業務 

奥山浄水場の夜間警備委託、運転管理等業務委託（一部） 

 

 



27 

 

(2) 施設運営の効率化 

水道料金収入にならない漏水をできる限り抑制するために、老朽管の更新ととも

に、漏水調査（夜間音聴調査等）を定期的に実施し、漏水箇所の発見・修理を行って

います。その結果、配水した水のうち、水道料金収入の対象となった水の割合が高い

ほど良いとされる有収率は、類似団体より高い割合となっています。他方、施設利用

率や施設最大稼働率をみると、類似団体より低くなっていますが、これは、阪神水道

から受水しているためです。 

 

表 3.1.4 業務指標（ＰＩ） 

業務指標（ＰＩ） 芦屋市 

（令和６年度） 

類似団体 

有収率（％） 99.1 86.6 

施設利用率（％） 53.4 59.2 

最大稼働率（％） 57.6 73.1 

※出典：公益財団法人水道技術研究センター 

※類似団体は公共社団法人日本水道協会で公表されている平成 30 年度における給水人口 3〜10

万人規模の団体（簡易水道及び専用水道を除く水道事業）の中央値（50％値）を採用。 

 

 

課題  

✓  芦屋市水道事業は、事業規模が小さいことから、民間のノウハウ等を活用す

ることで安定的な水道事業経営が期待されます。また、より効果的な民間活

用を行うため、複数の業務をまとめて委託する包括委託等、民間事業者の創

意工夫が期待できる契約方式の検討が必要です。 

✓  他方では、民間活用によって当該業務のノウハウを職員が習得することが難

しくなるため、職員の人材育成のためにも直営で実施すべき業務と民間活用

すべき業務の棲み分けの検討が必要です。原則、民間委託としつつ、水道事

業の計画等に関する基幹部分を職員で担うことが必要です。 

✓  水道料金収入の確保に向けた漏水対策、浄水費等の経費削減に向けて適切な

施設規模や浄水技術について、先進事例等を参考に導入に向けた検討が必要

です。 
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3.1.4  検針方法の見直し 

 

２か月に一度量水器（水道メーター）の検針を行い、水道料金等を請求していま

す。 

また、家庭や事業所等で使用する水量を適正に計量するために、計量法に基づいて

検定期間が満了となる 8 年ごとに水道メーターを取り替えています。 

これまで、戸建住宅や集合住宅、また、地域によって水道メーターの器種と検針方

法が異なっていましたが、受水槽式集合住宅の検針方法について、集中検針システム

や自動検針システムの老朽化による使用者負担の増加をなくすため、直読式水道メー

ターによる一般検針に平成 25 年度の水道メーター取替分より順次切り替えました。 

近年、深刻な人手不足からスマートメーターによる検針が全国的に少しづつ普及し

てきております。スマートメーターは従来のメーターと比べ高価なため、コスト面で

の課題があり、導入しておりませんが、試験導入を行い、メリット・デメリットを研

究してまいります。 

表 3.1.5 検針方法の変遷 

建物 昭和 13 年度〜 昭和 43 年度〜 昭和 53 年度〜 平成 25 年度〜 

戸建住宅 一般検針 一般検針 一般検針 一般検針 

集合住宅 親メーター検針 

親メーター検針 
親メーター検針 

親メーター検針 

一般検針 

※水道メーターの

検針等が可能であ

ることが条件 

集中検針 

集中検針 
自動検針 

 

 

課題  

✓  計量法により水道メーターの耐用年数は 8 年間と定められていますが、過去

には平均 7 年程度で交換していました。引き続き交換年数を 8 年に近づけ

る取組が必要です。 

✓  これまで廃棄していた水道メーター部品のリサイクルを検討する必要があり

ます。 

✓  検針員の人手不足に対応するため、スマートメーター導入について、研究を

行う必要があります。 
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3.1.5  広域的連携 

長期的には人口減少社会に直面し、水道事業の運営基盤強化を図るための効率化に

向けて、施設の共同整備、人材育成や業務の共同化といった広域的連携の検討が望ま

れています。 

安定給水を確保するために、現在の神戸市、尼崎市、西宮市及び芦屋市の４市が協

力し、昭和 11 年 7 月に全国初の用水供給事業として阪神水道の前身である「阪神上

下水道市町村組合」を設立しました。そして、平成 29 年４月に新たに宝塚市が、令

和７年４月に明石市が加入し、６市で構成されています。 

現在では取水全体の 85％が阪神水道からの受水に依存しています。 

芦屋市水道事業では、水質検査業務を阪神水道企業団等に委託することにより、自

ら水質試験・検査施設を保有することなく、効率的な業務運営を行っています。ま

た、平成 22 年 3 月に阪神水道企業団および構成 4 市により「水質検査共同化に関す

る協定書」を締結し、その後、宝塚市および明石市が加わり、水質検査の協力体制を

構築しています。現在は、職員交流や情報共有等を通じて共同で研究・検討を行い、

安全で安心なおいしい水の安定供給に努めています。 

さらに、水道事業の広域的連携に関して、平成 27 年度から阪神水道及び構成市

（神戸市・尼崎市・西宮市・芦屋市）で、「阪神地域の水供給の最適化研究会」を設

置し検討をはじめました。この研究会へ平成 29 年度に宝塚市、令和 7 年度より明石

市が参加しました。令和 6〜7 年度に地域全体での運営基盤強化策をテーマに、技術

系職員が将来的に半減した場合に、現在の施設設備を維持した状態を前提として地域

で協力し事業運営を継続するにはどういった手法があるのかシミュレーションを行い

ました。令和 8 年度以降は地域全体での施設形態の理想像をテーマにシミュレーショ

ンを行う予定です。 

また、平成 28 年度には、「兵庫県水道事業のあり方懇話会」において神戸・阪神南

地域で広域連携について協議をはじめました。そして、「兵庫県水道事業のあり方懇

話会」でまとめられた「兵庫県水道事業のあり方に関する報告書」の提言を踏まえ、

各地域における取組の情報共有や地域間連携の協議、先進事例の情報提供を行い、広

域連携等の気運を醸成させる場として県内水道事業者等を対象とした「水道事業広域

連携等推進会議」が開催されています。その会議において地域ごとに水道施設台帳の

共同電子化やメーターの共同購入、経理事務担当者会議等が実現しています。芦屋市

は、令和 6 年度に衛星画像による広域調査支援事業に参加しました。 

その他、緊急時に相互に水供給ができるように、平成 16 年度には神戸市と、平成

19 年度には西宮市と山手幹線沿いにおける緊急時連絡管の設置及び運用に関する協定

を締結しました。さらに、平成 28 年度には国道 43 号北側歩道の神戸市境において

も、協定を締結しました。阪神水道及びその構成市とは、人事研修・水の活用など広

範囲にわたり協力関係を深めています。 
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課題  

✓  現在は、水源の確保、水質試験及び検査業務、広報活動の広域的連携、研修

実施、防災訓練など広範囲に阪神間の水道事業体と連携を密にしています

が、職員の技術継承や効率的な経営に向けて、職員の人事交流や連携業務拡

大の検討及び協議の推進が必要です。 

✓  阪神水道及び構成市（神戸市・尼崎市・西宮市・芦屋市・宝塚市・明石市）

で、広域連携に関して、さらに協力関係を深めていく必要があります。 

✓  兵庫県で推進する広域連携に関して、さらに協力関係を深めていく必要があ

ります。 
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3.2 安心・安定 

 

3.2.1  施設整備 

 

 基幹施設 

芦屋市水道事業は、浄水場や配水池等の基幹施設を昭和 13 年 4 月の給水開始から 7

期にわたる拡張事業によって整備を進めてきました。 

また、平成 7 年 1 月に発生した阪神・淡路大震災を教訓として、平成 8 年 3 月に

「芦屋市水道耐震化指針」を策定し、管路の耐震化や耐震性緊急貯水槽の整備を進め

てきました。 

一方で、高度経済成長期を中心に整備した施設の老朽化が進行し、更新時期を迎え

つつあったことから、平成 18 年 4 月には平成 18 年度から令和 11 年度までの 24 年間

を対象とした施設整備計画を策定し、期間や工事費等を適宜見直しながら、老朽化し

た水道施設の更新にも取り組んでいます。 

さらに、平成 23 年３月の東日本大震災や平成 28 年 4 月の熊本地震、令和 6 年 1 月

の能登半島地震をはじめとする近年の大規模災害の教訓や各種知見を踏まえ、今後発

生が予測される南海トラフ巨大地震等への備えが求められています。このため、配水

池や浄水施設について耐震診断等を実施し、施設の健全性や耐震性能を再評価すると

ともに、その結果に基づき必要な耐震化対策を計画的に実施しています。 

各浄水場系統の施設状況は以下のとおりです。 

 

① 奥池浄水場系統 

奥池浄水場は、奥池地域を開発した芦有開発(株)により簡易水道事業として整備さ

れ、昭和 55 年４月に本市に移管された後、昭和 60 年 4 月に芦屋市水道事業に統合し

た施設です。浄水施設は平成 12 年に更新しましたが、現在は中央監視装置の更新時

期を迎えています。また、取水施設や配水施設についても老朽化が進行していること

から、施設規模の適正化（ダウンサイジング）や耐震性能の向上を図るための更新・

耐震化対策が課題となっています。 

 

② 奥山浄水場系統 

奥山浄水場は給水開始当初から使用している施設で、法定耐用年数を経過している

ことから、今後、施設のあり方を含めた更新方策の検討が必要となっています。ま

た、奥池浄水場と同様に中央監視装置についても更新時期を迎えています。 

配水池については、平成 16 年度に六麓荘高区配水池を新設し、給水の安定性向上

を図ってきました。一方で既存の最高区配水池については、老朽化対策及び耐震化対
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策を計画的に進める必要があります。 

 

③ 阪神水道系統 

給水開始当時から供用している第１中区配水池（旧池）は、老朽化が進行している

ことから、今後、更新に向けた検討を進める必要があります。 

一方、その他の配水池については耐震評価・劣化診断の結果、第 2 中区配水池にお

いて一部耐震性の不足が確認されたため、耐震補強を実施し、平成 30 年度に完了し

ています。また、低区配水池についても耐震補強工事を実施し、令和４年度に完了し

ており、計画的な施設の耐震化を推進しています。 

これにより、主要配水池の耐震化を計画的に推進し、災害時における給水の安定性

向上を図っています。 

 

 管路 

令和６年度末時点における本市の導送配水管総延長は 254.0km であり、このうち

38.2％に相当する約 97km が法定耐用年数（40 年）を経過しており、形式的な区分で

は経年化資産及び老朽化資産に分類され、更新時期を迎えています。 

本市では、阪神・淡路大震災の被災後において、区画整理事業、山手幹線整備事業

及び南芦屋浜地域整備事業などの都市基盤整備を優先的に実施してきた経過があり、

その結果として、他の兵庫県内事業体と比較して法定耐用年数を超過した管路の割合

が高い状況となっています。 

一方で、水道管の耐久性については技術革新が進んでおり、GX 形ダクタイル鋳鉄

管では 100 年、NS 形ダクタイル鋳鉄管では 80 年の使用が可能とされるなど、従来の

法定耐用年数を上回る長寿命化が実現しています。 

このため本市では、アセットマネジメントにおいて管種別の実使用年数を反映した

評価を行うとともに、AI による劣化予測結果も踏まえ、漏水リスクが低い管路につい

ては「健全管路」として再評価しています。 

その結果、今後、管路更新を実施しない場合には、形式的な経年区分では令和 39

年度に経年化資産及び老朽化資産が約 9 割を占める見込みとなる一方で、AI 評価を反

映した「実質健全度」は令和４年度時点での 90％から、令和 39 年度には 72.1％まで

低下する見込みとなっています。 

これに対し、アセットマネジメントに基づき、健全度評価を踏まえながら年間約

2.5km の計画的な管路更新を継続した場合、実質健全度は令和 9 年度以降も高い水準

を維持し、将来にわたり安定した管路機能を確保できる見込みです。 
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図 3.2.1 更新を実施しなかった場合 

 

 

図 3.2.2 更新を実施した場合 

 

健全資産 ：経過年数が法定耐用年数（40 年）以内の資産 

経年化資産：経過年数が法定耐用年数（40 年）の 1.0〜1.5 倍の資産 

老朽化資産：経過年数が法定耐用年数（40 年）の 1.5 倍を超えた資産 

経年化資産（健全）：健全度基準では経年化資産にあたるが、 

AI 診断及び更新基準を考慮すると健全資産にあたる資産 

老朽化資産（健全）：健全度基準では老朽化資産にあたるが、 

AI 診断及び更新基準を考慮すると健全資産にあたる資産 
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図 3.2.3 兵庫県下の法定耐用年数超過管路率 

 

 施設整備計画 

老朽管の更新及び施設の耐震化を計画的に実施するため、本市では令和 23 年度ま

でを対象とした施設整備計画を策定し、毎年度、最新の劣化状況や事業環境、建設資

材価格の動向等を踏まえた見直しを行っています。 

本計画では、浄水施設の更新・耐震化、配水池の耐震化、老朽管更新及び配水管新

設等の各事業を組み合わせることにより、施設と管路の更新需要を一体的に捉え、ア

セットマネジメントの考え方に基づき、長期的な視点から事業量及び事業費の平準化

を図っています。 

従来は主に収支計画との整合を重視し、令和 4 年度までは配水池の耐震補強を、令

和 8 年度までは老朽管更新を中心とした事業費を設定していました。 

一方で、近年の物価高騰や建設資材費・労務費の上昇により、同一の整備内容であ

っても更新費用は増加傾向にあり、更新需要に伴う財政負担は従来以上に大きくなっ

ています。 

このため今後は、老朽管更新に加え施設の耐震化や機器更新需要の本格化を踏ま

え、アセットマネジメントによる健全度評価や更新優先度を反映しながら、施設更新

と管路更新を組み合わせた計画的な事業配分へと見直しを行い、浄水施設・配水池・

老朽管更新を段階的に実施することで、更新需要の集中を抑制しつつ、長期的な事業

費の平準化を図ります。また、施設規模の適正化や更新対象施設の精査によるダウン

出展：総務省　令和6年度決算　経営比較分析表データ
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8.2%

6.3%

4.4%

0% 20% 40% 60%

伊丹市

香美町

上郡町

加古川市

西播磨水道企業団

加東市

市川町
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サイジングを推進し、過大な投資を抑制しながら、持続可能な施設構成への転換を進

めます。 

今後も、管路・施設の劣化状況や更新単価の変動、さらには物価動向等を継続的に

反映しながら、投資規模の適正管理と更新時期の最適化を図り、持続可能な施設整備

計画として精度向上に努めます。 

 

表 3.2.1 施設整備計画 

  

（百万円　税込）

浄水施設の更新、耐震化

配水池の耐震化

老朽管更新

配水管新設設備

事業費

浄水施設の更新、耐震化

配水池の耐震化

老朽管更新

配水管新設設備

事業費

※調査費及び事務費を含む

令和6年度以前は決算額

R12～R15 R16～R19 R20～R23

2,942 2,571 2,165

1,396 2,339 3,348

第７ステージ 第８ステージ 第９ステージ

第４ステージ 第５ステージ 第６ステージ

H30～R3 R4～R7 R8～R11
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課題  

✓  増加する更新需要に計画的に対応するとともに、老朽管更新や施設の耐震化

を着実に推進する必要があります。また、大規模な施設改修については、経

営戦略における投資・財政計画との整合を図りながら適宜見直しを行い、事

業費及び更新時期の平準化を図ることで、持続可能な事業運営に努めます。 

✓  老朽化した配水管の更新に当たっては、GX 形ダクタイル鋳鉄管のみなら

ず、耐久性及び耐震性に優れた管材についても検討を行い、施工条件や維持

管理性等を踏まえた最適な管種の採用を図る必要があります。 

✓  耐震診断等により基幹施設の健全性及び耐震性能を再評価し、水道事業の財

政状況や投資計画を踏まえながら、優先度に応じた計画的な耐震化を推進す

る必要があります。 

✓  また、施設の更新や耐震化のみならず、アセットマネジメントの考え方に基

づき、適切な点検・保守管理を実施することで、施設の健全性を維持しなが

ら長寿命化を推進する必要があります。 

✓  水道施設及び管路の効率的かつ計画的な維持管理を行うため、アセットマネ

ジメントを推進する必要があります。 
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3.2.2  危機管理 

阪神・淡路大震災、東日本大震災、熊本地震、能登半島地震などでは、長期及び広

範囲にわたる断水や水道施設に様々な被害をもたらし、日本水道協会のネットワーク

等を通じて、全国から応援派遣による応急給水等の支援がなされました。平成 25 年 3

月に策定された厚生労働省「新水道ビジョン」においても、施設の耐震化やバックア

ップ機能の構築等、強靭な水道事業の実現が掲げられ、改めて危機管理の重要性が問

われています。 

芦屋市水道事業は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、国の各法令や芦屋市国民保

護計画、芦屋市地域防災計画、芦屋市危機管理指針に基づき、水質汚染、渇水や事故

等を想定した芦屋市水道事業危機管理マニュアルを策定し、不測の事態に備えていま

す。 

 

図 3.2.4 芦屋市水道事業の危機管理に関する位置付け 

 

国

●武力攻撃事態等における

国民の保護のための措置に

関する法律（国民保護法）

●災害対策基本法 等

芦 屋 市

●芦屋市国民保護計画

●芦屋市地域防災計画

●芦屋市水防計画

●危機管理指針 等

兵 庫 県

●県地域防災計画

●県国民保護計画

●危機管理基本指針 等

芦屋市水道事業危機管理マニュアル

兵庫県水道災害相互応援に関する協定

災害応援協定

芦屋市水道事業
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また、地震や渇水等の非常時に備え、兵庫県、県下各市町、阪神水道企業団を含む

各水道企業団等と「兵庫県水道災害相互応援に関する協定」を締結するとともに、芦

屋市水道工事業協同組合や浄水場運転管理等委託業者とも「災害応援協定」を締結す

るなど、非常時に対応できる体制を構築しています。 

この他にも、施設のバックアップ機能の強化に向けて、神戸市、西宮市と緊急連絡

管を接続し、非常時には緊急連絡管によって給水できるようにしています。また、災

害時に備えて、市内に耐震性緊急貯水槽を 11 基設置しています。 

これら計画及びマニュアルに基づき、不測の事態に適切に対処できるよう、定期的

に市民の皆様と災害時の初動体制や応急給水等の訓練を行っています。 

 

図 3.2.5 耐震性緊急貯水槽の配置図 

 

※西芦屋ポケットパーク 容量 60ｍ³ 

 山手中学校 容量 60ｍ³ 

 その他は全て容量 100ｍ³ 
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図 3.2.6 緊急時給水拠点 

 

 

課題  

✓  南海トラフ巨大地震等の大規模災害に備え、施設の耐震化、バックアップ機

能の確保、事業継続計画（BCP）の策定及び訓練の実施、及び危機管理体

制の強化を総合的に推進していく必要があります。 

✓  水道技術職員が減少する状況においても災害時対応力を確保することが必要

です。 

  

令和 3 年度 
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コラム  震災時の全国からの応援活動 ・ 芦屋市からの応援活動 

【阪神・淡路大震災（平成 7 年 1 月 17 日）】 

芦屋市全ての家で水道水が出ない状況になりました。 

大被害を受けた施設の復旧には、日本各地から延べ 1 万 500 人の応援を受け、2 月の終

わりには水道水が使える状況になりました。 

  

  

【東日本大震災（平成 23 年 3 月 11 日）】 【能登半島地震（令和 6 年１月１日）】 

  

芦屋市から被災地に、職員と給水車を派遣し応援活動に取り組みました。 

（出典：芦屋の水ものがたり 芦屋市上下水道部） 
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3.2.3  給水品質（おいしい水） 

 

(1) 水質管理 

令和８年 1 月に実施した水道・下水道に関する市民アンケートでは、市民の皆様が

水道事業に期待することとして「安全な水、おいしい水を供給してほしい」が最も多

く、給水品質に関する関心の高さが伺えます。 

出典：令和７年度水道・下水道に関する市民アンケート 

※平成 24、28 年度及び令和 2 年度の結果とともに掲載 

図 3.2.7 水道事業に期待すること（意識調査結果） 
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水道法では、有機フッ素化合物のうち「PFOS」や「PFOA」が令和 8 年 4 月から

水質基準項目に位置付けられたことにより、従来の 51 項目から 52 項目に拡大した水

質基準や、その検査頻度・地点を定めた水質検査計画を毎年度策定することが義務付

けられています。 

芦屋市水道事業では、皆様に安全でおいしい水を給水するために、市内の原水 2 か

所及び浄水 17 か所を対象に、法定の 52 項目に加えて、定期的に安全性を確認する項

目（5 項目）、水源の水質を確認する項目（39 項目）、健康への影響や質の高い水道水

とするための目標値が定められた項目（26 項目）、本市が独自に必要と判断した項目

（17 項目）、のべ 141 項目（検査項目としては 94 項目）について検査を行っていま

す。 

 

表 3.2.2 芦屋市水道事業の水質検査概要 

種別 検査項目 検査頻度 

定

期

的

な

水

質

検

査 

水道法で検査が義務付け

されている項目 

毎日検査項目（3 項目） 毎 日 

水質基準項目（52 項目） 年 4 回 

水道管理上必要と判断し

た項目 

定期的に安全を確認する項目（5 項目） 毎 週 

（月３〜４回） 

水源の水質を確認する項目（39 項目） 年 2 回 

健康への影響や質の高い水道水とする

ための目標値が定められた項目（26 項

目） 

年 4 回 

芦屋市が独自に必要と判断した項目

（17 項目） 
年 4 回 

 

近年の原水の水質状況について、奥池浄水場系統及び奥山浄水場系統は、上流域に

汚染源となる施設がないため、良好な水質を維持しています。 

阪神水道系統は、産業活動が活発な淀川を水源としていますが、排水規制等によっ

て汚染物質（アンモニア態窒素や有機物等）は減少し、原水の水質は大幅に改善して

います。また、阪神水道では、通常の浄水処理に加えて高度処理により、安全でおい

しい水を供給しています。阪神水道系統の原水の水質検査については、阪神水道から

の受水のため芦屋市水道事業の検査対象外になりますが、同様の検査を行っており、

阪神水道と連携して安全性を確保しています。 
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(2) 給水装置管理 

芦屋市水道事業は、戸建住宅、集合住宅、事業所等の多様な皆様に給水を行ってい

ます。道路に埋められている配水管から分岐し、家庭に引き込まれた給水管、止水

栓、水道メーターや給水栓を「給水装置」といい、水道メーターを除く給水装置は建

物所有者等の私有財産となります。安心・安全でおいしい水を利用するには、これら

給水装置を適切に維持管理する必要があります。 

 

図 3.2.8 給水装置の管理区分 

 

集合住宅では、配水管から直接各戸に給水する「直結直圧給水方式」と、一旦受水

槽に貯めて各戸に給水する「受水槽給水方式」があります。受水槽給水方式は、一定

の水を貯めていることから、災害時に水を一定期間確保できるといったメリットがあ

ります。 

本市では集合住宅等に約 800 基の受水槽があり、災害時には約 16,000ｍ3の水道水

が貯留できます。一方、受水槽の衛生管理を適切に行う必要があります。受水槽管理

については、設置者（建物所有者）の個人施設として、設置者の負担で 10ｍ3を超え

る受水槽は水道法で「簡易専用水道」として年 1 回の清掃及び水質検査が義務付けら

れ、10ｍ3以下の受水槽は「小規模受水槽水道」として芦屋市水道事業給水条例で簡

易専用水道と同様の管理を行う努力義務が課せられています。 

 

図 3.2.9 直結直圧給水方式と受水槽給水方式 

受水槽 
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芦屋市水道事業は、安全・安心でおいしい水をご利用いただくために、給水装置を

設置する給水装置工事事業者の育成や指導を行うとともに、受水槽水道設置者に対し

てパンフレットを配布するなど、適切な衛生管理を行うよう啓発しています。 

 

課題  

✓  芦屋市水道事業では、近年、水質汚染事故は発生していませんが、全国では

水道原水の水質変化による給水停止及び制限等の措置が講じられた例があり

ます。したがって、日々の水質検査・水質管理の強化が必要です。 

✓  受水槽は芦屋市水道事業が直接管理していないため、設置者が適切に衛生管

理を行う必要があります。したがって、設置者への指導の徹底や水質管理に

ついて知識及び経験が豊富な水道事業者が積極的に関与していくことが必要

です。 
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3.3 環境・情報公開 

3.3.1  環境配慮 

水道事業は、浄水処理や高所へのポンプ揚水のために多くの電力を消費しており、

全国の電力消費量のうち約 1％を占めているとされています。このため、脱炭素社会

の実現に向け、省エネルギー化による電力使用量の削減が求められています。 

また、持続可能な社会の実現に向けて、限りある資源を有効活用し、循環型社会を

構築していくことが重要となっています。このため、水道事業においても、工事に伴

い発生する土砂や資材の再資源化など、環境負荷低減に向けた取組が求められていま

す。 

芦屋市水道事業では、六甲の地形を活用した自然流下方式により、効率的かつ経済

的に送配水を行っています。そのため、配水量 1ｍ3当たりの電力消費量や消費エネル

ギー量、二酸化炭素排出量はいずれも他団体に比べて優れています。 

芦屋市では、平成 19 年 3 月からＩＳＯに準拠した「芦屋市環境マネジメントシス

テム」を運用しており、行動計画として「第 5 次芦屋市環境保全率先実行計画」（令

和 3 年 3 月改定）を策定しています。さらに、令和 5 年 1 月に策定した「芦屋市地域

脱炭素ロードマップ」に基づき、令和３年 6 月に表明した「ゼロカーボンシティ」の

実現に向け、環境負荷低減の取組を進めています。 

芦屋市水道事業においても、これらの計画に基づき、自然光の利用による不要照明

の消灯をはじめ、ハイブリッド自動車及び電気自動車の導入を進めています。また、

水道施設の更新に際しては、費用対効果を考慮しつつポンプ等に省エネルギー機器を

採用することで、省エネルギー化を図っています。 

さらに、工事に伴い発生した残土や資材については、産業廃棄物管理票により適正

管理を行い、令和 3〜7 年度で約 9,000ｔ（建設副産物量）のアスファルト殻の再資源

化を実現しました。このほか、奥山浄水場の緩速ろ過池で使用済みとなったろ過砂を

ゴルフ場で再利用するとともに、廃棄予定であった水道メーター部品についても再利

用を行うなど、資源循環の取組を進めています。 

 

課題  

✓  近年、水道事業においては、省エネルギー対策や再生可能エネルギー・代替

エネルギーの活用に関する取組事例が増加しています。芦屋市水道事業にお

いても、今後さらなる環境負荷低減を推進していくためには、費用対効果を

十分に考慮しながら、各種対策を計画的に進めていく必要があります。 

✓  水道事業活動のなかで発生する廃棄物のリサイクルなどをより一層進める必

要があります。 

✓  自然エネルギーを活用した省エネルギー機器の導入の検討が必要です。 
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3.3.2  情報公開 

将来人口の減少、水道施設の更新に加え、物価や人件費の高騰により、水道事業を

取り巻く環境はさらに厳しさを増しています。このようななか、水道事業の経営状況

等について利用者である市民に対して、積極的な情報提供とコミュニケーションが重

要となっています。 

水道事業は、安心・安全が前提であり、今後も蛇口を捻ればきれいな水道水が供給

されることが当然であると思われています。 

安心・安全な水を供給するためには、厳しい経営環境について、常に効率的で合理

的な選択をしていく必要があります。そのためにも、より多くの市民の皆様に情報提

供し、ご理解いただけるかが大変重要です。 

これまで、平成 22 年以降、経営状況説明会の開催や、ホームページで公表するこ

とで市民の皆様と水道事業の状況を共有するとともに、サービス向上に向けたご意見

をいただいています。この他にも、芦屋市水道事業について認知及び理解を深めてい

ただくため、水道週間における各種イベントを開催するとともに、市立小中学校に屋

外の水飲み場と直結式の冷水機の設置や小学校の奥山浄水場の社会見学会等の取組を

行っています。 

令和８年１月に実施した水道・下水道利用者意識調査では、市民の皆様が知りたい

情報として「水質について」、「水源について」、「災害対策への取り組み」などが多

く、また、過去の結果との比較から、全体的に知りたいと思う割合が増加しているこ

とが伺えます。 

これまでの取組みに加え、市民の皆さんが知りたいと思う情報、水道事業者として

伝えるべき情報を双方向にコミュニケーションできるよう、SNS などを活用して発信

してまいります。 



47 

 

 

出典：令和７年度水道・下水道利用者意識調査票 

※平成 24、28 年度及び令和２年度の結果とともに掲載 

図 3.3.1 知りたい情報（意識調査結果） 

 

課題  

✓  情報発信の手法が多様化するなか、効果的な手法及び内容の検討が必要で

す。 

✓  アンケート調査をはじめ、市民ニーズを定期的に把握するとともに、その結

果を事業経営に反映する仕組みが必要です。 
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第4章 目指すべき将来像 

 

4.1 基本的考え 

芦屋市水道事業は、これまでも事業の「持続」を図り、「安心・安全」な水の供給

を目指した施設整備の充実、「環境」への配慮、そして市民の皆様にご理解とご協力

を得るため、客観性及び透明性を含め市民とのコミュニケーションを第一とした「情

報公開」に努めてまいりました。 

この間、芦屋市人口も平成 27 年度をピークに減少しており、料金収入の減少が想

定されています。また、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災は甚大な被害をもた

らし、また、近い将来、南海トラフ巨大地震の発生が危惧され、これまでの震災対策

を抜本的に見直した危機管理が求められています。 

このような厳しい事業環境の中、厚生労働省においては 50 年後、100 年後の将来を

見据えた「新水道ビジョン（平成 25 年 3 月）」が策定され、その具体として「安全

（水道水の安全な確保）」、「強靭（確実な給水の確保）」、「持続（供給体制の持続性の

確保）」をキーワードとする方針が示されました。 

芦屋市水道事業においても、「新水道ビジョン」に示された方針を踏まえ、令和３

年度に改定した「芦屋市水道ビジョン」においては、水道事業の「持続」を図り、老

朽化が進む水道施設の更新や災害対策等の「安心・安全」を確保し、市民の皆様から

信頼される水道事業を目指した「環境への配慮と情報公開」の 3 つを経営目標に掲

げ、健全な財政運営を前提とした施設や管路の更新などを実施するなど、安定的な運

営を行い、理念の実現に向けて取り組んでまいりました。 

 

今回の見直しでは、物価や人件費、金利が上昇する経営環境において、老朽化・耐

震化を先送りすることなく、適切に施設や管路の更新を推進することができる骨太な

経営を実現するため、持続可能なインフラ整備を進めていくことを、水道ビジョンの

実現方策として明記することといたしました。 

また、第 5 次芦屋市総合計画の後期基本計画が令和８年３月策定に新たに策定され

ました。本ビジョンはこれと整合を図りながら、今後も経営理念の達成に向けた事業

経営に引き続き取り組んでまいります。 

 

 

 

 

芦屋市水道事業では、将来にわたって安心・安全でおいしい水を供給し続けるため

に、次の基本理念を掲げて、長期的な視点に立って、事業経営に努めてまいります。 

第 5次芦屋市総合計画（後期基本計画） 

施策目標１０： 持続可能なインフラ整備が進んでいる 

６ すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する        

11 包摂的で安全かつ強靭で持続可能な都市及び人間居住を実現する   
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4.2 経営理念 

経 営 理 念 

「安全・強靭」、「持続」ある水道を目指し、より豊かで「環

境」に配慮した快適な社会の創造に貢献していきます。 

また、開かれた水道事業を目指し「情報公開」をより一層推進

していきます。 

 

 
出典：新水道ビジョン 平成 25 年 3 月 厚生労働省 

図 4.2.1 水道の理想像（新水道ビジョン） 

 

4.3 基本方針と基本目標 

芦屋市水道ビジョンの計画期間（令和９年度から令和 13 年度）においては、経営

理念の実現に向けて、3 つの経営目標のもと、引き続きそれぞれの目標を達成するた

めの施策展開を図ります。 

基本方針、基本目標の実現に向けての主要施策、さらに具体的な実現方策につい

て、施策体系図を図 4.3.1 に示します。  
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図 4.3.1 芦屋市水道ビジョン施策体系図 
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第5章 将来像実現のための施策と目標 

5.1 持続ある水道 

5.1.1 経営基盤の強化 

 業務改善・効率化の推進 

漏水対策の強化等により高い有収率を確保しており、今後もその維持に努めます。

また、管路劣化予測をはじめとする AI 等の新技術を効果的に活用するとともに、職

員から幅広く改善提案を募るなど、継続的な業務改善及び業務効率化に取り組みま

す。 

さらに、効率的かつ効果的な業務遂行を実現するため、組織の活性化を図るととも

に、業務量や事業環境の変化に応じた適正な組織体制の構築に努めます。 

 

 計画的経営の実践 

将来の水需要予測やアセットマネジメントによる資産管理を推進するとともに、施

設整備計画及び経営戦略に基づく投資・財政計画について継続的な検証と見直しを行

い、その精度向上を図りながら計画的な事業運営を実践します。 

また、水道管路耐震化事業に係る地方財政措置が適用される令和１２年度までの間

は、当該制度を有効に活用し、特に緊急輸送道路下に布設された老朽管の更新を重点

的に実施することで、管路の耐震化と老朽化対策を効率的かつ効果的に推進します。 

 

 阪神水道受水のあり方の研究 

芦屋市水道事業の水需要等の長期的な視点の他、阪神水道企業団における今後の大

規模な施設等の更新に伴う分賦金の見直しや受水量の適正化等について、引き続き阪

神水道及び構成市（神戸市、尼崎市、西宮市、宝塚市、明石市）と協議します。 

 

 料金改定の検討 

芦屋市水道事業を取り巻く経営環境は、将来人口の減少に伴う給水収益の減少が見

込まれる一方で、人件費や物件費、金利の上昇などにより、今後一層厳しさを増すこ

とが予想されます。また、老朽化した施設や管路の更新及び耐震化については、将来

世代へ負担を先送りすることなく着実に実施していく必要があり、そのための安定し

た財源確保が求められます。さらに、阪神水道企業団における施設更新に伴う受水費

の増加も想定されます。 

収入面においては、長年にわたり経営を支えてきた兵庫県住宅供給公社からの水利

負担金収入が令和 7 年度をもって終了したことにより、財政面での新たな課題が生じ

ています。また、世帯人口が減少する中、使用水量が基本水量に満たない世帯が増え

ており、現行料金体系との乖離も生じつつあります。 
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このような経営環境の変化を踏まえ、将来にわたり健全な事業運営を維持するた

め、料金体系や基本水量制度のあり方について検討を行うとともに、受水費増加への

対応策など、受益と負担のバランスを前提に、料金回収率が１００％以上を維持でき

るよう、持続可能な事業運営に必要な財源確保に努めます。 

 

 費用の抑制 

水道職員のコストマインドを醸成させることで、経済的設計に努め、管路施設費用

の抑制を行い、道路復旧に際しては最も経済的な工法を用いて、費用の縮減に努めま

す。また、道路占用者会議において、中長期の工事調整を行い、道路掘削を抑制しま

す。 

5.1.2 業務の効率化 

 民間活用の推進 

検針業務や水道料金の清算、奥池浄水場の運転及び維持管理等の多くを民間に委託

しています。芦屋市水道事業は規模が小さいこともあり、コスト面での効果が小さい

ものの、複数の業務を集約して委託することで、民間事業者の創意工夫が期待される

ことから、多様な視点に立ち、奥山浄水場を含め、業務の特性や費用対効果を踏まえ

ながら、民間活力の活用について検討し、適切なものから導入を進めます。 

 

 先端技術に関する調査・研究 

長寿命化や省コスト化に関する情報収集を行い、先端技術の導入に向けて調査・研

究を行います。 

 

5.1.3 職員の資質向上 

多くの熟練職員の退職が今後も見込まれ、これらの職員が有する技術を継承するた

めに、部内でのＯＪＴや情報の共有、外部研修会及び講習会の参加等、体系的かつ効

果的な人材育成プログラムを構築します。 

 

5.1.4 広域的連携の推進 

職員の技術継承や効率的な経営に向けて、職員の人事交流や他業務の官官委託など

ソフト面での広域的連携（水質検査や研修等）の更なる可能性を研究及び協議しま

す。 
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5.2 安全・強靭な水道 

5.2.1 資産管理の最適化 

 アセットマネジメントの実践 

高度経済成長期に整備した多くの水道施設は、令和９年度以降、集中的に更新時期

を迎えるため、企業債を軸とした財源を活用し、計画的かつ効率的な更新を進めま

す。また、各水道施設及び管路の状態を的確に把握するため、耐震診断や AI 技術等

を活用し、施設の維持管理情報や耐震性能、劣化状況等のデータベース化を推進しま

す。 

これらの情報を活用したアセットマネジメントを実践することで、施設の重要度や

健全度、漏水リスク等を総合的に評価し、更新優先度の高い施設・管路から計画的に

更新を実施することで、事業費の平準化とライフサイクルコストの縮減を図ります。 

 

 自己水源の将来方針 

本市の基幹水源については、安定した供給能力を有する阪神水道企業団から受水す

る淀川水系を基本とします。一方で、自己水源である奥池浄水場系統については、奥

池地域へ給水する独立した水源系統として維持するとともに、奥山浄水場系統につい

ては、芦屋川等を水源とする良質な自己水を活用し、災害時等におけるバックアップ

機能を担う補完水源として位置付けます。 

自己水源に係る施設については、短期的には安全性及び衛生面を確保するために必

要な更新や維持管理を実施します。 

また、中長期的には、水需要の動向や施設の老朽化状況、更新費用及び阪神水道企

業団からの受水比率の最適化等を踏まえ、将来の水需要や災害時のバックアップ機能

を総合的に判断しながら、自己水源施設の最適なあり方を検討します。 

 

5.2.2 水道施設整備の推進 

 老朽管等の耐震化 

限られた財源の中で、将来発生が懸念される南海トラフ巨大地震による被害を最小

限に抑え、災害時においても安定した給水を確保できる水道施設の整備を進める必要

があります。 

管路については、老朽化した配水管を耐震性及び耐久性に優れた GX 形ダクタイル

鋳鉄管や高密度ポリエチレン管等へ更新することにより、管路の長寿命化と耐震化を

計画的に推進します。 

また、配水池や浄水場などの基幹施設については、人口減少に伴う将来の水需要を

踏まえながら、施設規模の適正化（ダウンサイジング）を検討するとともに、計画的

な更新及び耐震化を進めていきます。 
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5.2.3 災害対策の充実 

 危機管理マニュアル・体制の整備 

自然災害、水質事故、渇水等の様々な危機事象に迅速かつ的確に対応するため、阪

神・淡路大震災をはじめとする過去の災害対応の経験や教訓を踏まえ、危機管理マニ

ュアル及び危機管理体制について継続的な点検・見直しを行います。 

また、近年の災害リスクや社会環境の変化を踏まえ、事業継続計画（BCP）の充実

を図るとともに、災害発生時においても水道事業を継続できる体制を構築し、実効性

の高い震災対策及び危機管理対策を推進します。 

 

 バックアップ機能の充実 

非常時に備え、これまで耐震性緊急貯水槽 11 基（総容量 1,020 ㎥）を整備し、災

害時における飲料水の確保を図ってきました。また、阪神水道企業団との緊急時受水

体制を整備するとともに、神戸市及び西宮市との緊急時相互応援協定の締結や緊急相

互連絡管の整備により、応急給水体制の強化を進めてきました。 

さらに、奥山浄水場は芦屋川を水源とする自己水源施設であり、阪神・淡路大震災

時には応急給水の拠点として中心的な役割を果たしました。現在は業務の一部におい

て民間委託により運営を行っていますが、災害時におけるバックアップ機能を担う重

要な施設であることから、その役割を踏まえつつ、中長期的な施設のあり方について

検討を進めます。 

 

 訓練等の実施 

災害時の速やかな応急活動に備えるため、阪神水道や近隣市との訓練をはじめ、地

元自治会や自主防災会等との合同訓練を定期的に実施します。 

  

阪神水道応急給水訓練（甲東ポンプ場） 

令和 4 年 10 月 11 日 

月若・西芦屋町自主防災会防災訓練（西芦屋町ポケットパーク）  

令和 5 年 6 月 24 日 

 



55 

 

5.2.4 安心・安全でおいしい水の供給 

 水質管理の徹底 

国の定める各基準を順守した、適切な検査項目、検査頻度を検討した水質検査計画

を毎年度策定し、それに基づく水質検査を実施するとともに、水質事故防止や水源に

おける危機的事象に対応した安全な水質管理を実施します。 

また、効率的な水質検査を目指し、阪神水道や神戸市との共同化を実現しコスト縮

減を実現しています。今後も検査施設共同化について研究していきます。 

 

 受水槽水道への指導 

安心でおいしい水を利用いただけるよう、受水槽水道の管理状況の把握に努めると

ともに、受水槽の管理者への指導を関係部局と連携して取り組みます。 
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5.3 環境への配慮と情報公開 

5.3.1 環境に配慮した水道経営 

 省エネルギーの取組 

省エネルギーの取組としては、芦屋市水道事業の特徴である六甲の地形を活用し、

自然流下方式による効率的かつ経済的な送配水を引き続き実施していきます。 

再資源化については、現在も取り組んでいるメーターの再利用や工事で発生する建

設副産物（土、アスファルト、コンクリート）の廃棄物の再利用を引き続き実施しま

す。 

さらに、電気使用量が多いポンプ設備の更新時における省電力用ポンプへの切換え

など、環境配慮と経済性の両面を考慮したエネルギーの有効利用策や再資源化につい

て、全国の実例等の情報収集を行い、必要に応じて調査・研究を行います。 

 

 「芦屋市環境マネジメントシステム」の遵守 

芦屋市では、市の事務及び事業活動を環境に配慮した組織活動として、「芦屋市環

境マネジメントシステム」を定め取組を推進しています。 

①水道メーターのリサイクル、②工事の建設副産物（ろ過砂・残土・管等）の再資

源化などを実施しています。これ以外にも取り組むべき方策について検討・実践して

いきます。 

 

5.3.2 コミュニケーションの充実 

 『過程の発信』の充実 

水質・水源などの知りたい情報はもちろん、料金の仕組み

や更新投資の必要性のほか、災害対策の重要性など、水道事

業の現在の取り組みをわかりやすく伝えるため「広報あし

や」や「ホームページ」のほか、各種 SNS での発信も強化

し、市民との双方向のコミュニケーションの充実を図りま

す。また、各種イベントの開催や出展を通じて、市民の皆様

が水道事業を身近に感じられる機会を充実します。 

 

 （芦屋の水道 Instagram プロフィール） 

 公聴活動の充実 

市民の皆様のご意見を事業経営に反映させるため、WEB アンケート調査等の広聴

活動の充実を図ります。 



 
 

芦屋市水道事業経営戦略 
令和 8 年度改訂版（案） 

 



令和 4 年 3 月

令和 3 年度 令和 13

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

芦屋市

水道事業

計 画 期 間 ：

10

～

管 路 延 長

8.26

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 １ ３ 年 ４ 月 １ 日

水 源

芦屋市水道事業経営戦略（令和８年度改訂版）

事業の現況

【区分】口径別
【基本料金】基本水量付基本料金
【従量料金】段階別逓増料金
料金表：下記の表のとおり

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

2

253,966

千ｍ

施 設 利 用 率 53.4

施 設 数

計 画 給 水 人 口 98,600

現 在 給 水 人 口 91,407
法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

※　地方公営企業法の適用を予定している場合
　は予定年月日を記載すること。

㎥／日

平 成 １ ８ 年 ４ 月 １ 日

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 50,937

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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④ 組　織

＜職員数・職種・年齢構成等＞

上下水道部長 水道管理課 水道業務課 水道工務課 合計

61歳～ 人 人 人 ６人 ６人

51～60歳 １人 １人 人 ４人 ６人

41～50歳 人 ２人 ２人 ３人 ７人

31～40歳 人 １人 人 ５人 ６人

～30歳 人 １人 人 ２人 ３人

合計 １人 ５人 ２人 ２０人 ２８人 　【令和７年３月３１日現在】

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

令和７年３月３１日現在：下記の図のとおり

これまでの主な経営健全化の取組

【民間活用】
　平成２７年度に「水道お客様センター」を民間委託で開業した。委託内容は、給水契約の変更等に関する各種の申込み受付、水道メーターの検針、水道料金の問い合
わせ対応業務
　平成３０年度に水道メーター管理業務（在庫管理、出庫及び返納、分解、伝票入力等）、奥山浄水場夜間業務（一部）を民間委託した。令和８年度から奥山浄水場の運
転管理業務を段階的に民間委託した。
【受水費の削減】
　平成２９年度から阪神水道企業団と各構成市（神戸市、尼崎市、西宮市、宝塚市、芦屋市）で検討し、分賦負荷金制度について変動費と固定費に分ける２部制度を令和
２年度から導入した。加えて固定費も減少することから、従前より2,500万円の削減効果あり。（受水費単価：61.96円→60.68円（変動費9.62円、固定費51.06円））
【広域化】
　平成２７年度に阪神水道企業団及びその構成４市で「阪神地域の水供給の最適化研究会」を立ち上げて、水質検査の共同化や浄水事業の広域化等を検討した。その
結果平成３０年度から農薬類検査を兵庫県健康生活科学研究所から神戸市に変更することで委託料を280万円削減した。さらに令和３年度から神戸市への検査項目依
頼を拡張している。
　平成２８年度に「兵庫県水道事業のあり方懇話会」において神戸・阪神南地域で広域化について協議を始め、芦屋市では令和6年度に衛星画像による広域調査支援事
業に参加した。
【企業債の繰上償還】
　平成２０年度に公的資金補償金免除繰上償還制度を利用し、利率６．２％の企業債約2,000万円、利率６．３％の企業債4,000万円を繰上償還した。
　平成２４年度に公的資金補償金免除繰上償還制度を利用し、利率５．０％の企業債約5,800万円、利率５．２％の企業債3,000万円を繰上償還した。
【組織効率化】
　これまで組織の効率化に取り組み、平成５年度に５１人だった職員数を令和6年度には28人まで削減した。
【その他】
　　水道事業の資金需要や社会経済情勢に注視しつつ、令和５年度より、金利収入を見込める債権投資を実施。１０年のラダー型の完成を目指す。その後は満期償還金
と同等額の有価証券を購入し、利息の確保を行う。単年度1億円（令和７年度からは短期金利も上昇してきたため、投資金額を２億に増やし、1億を長期、1億を短期で運
用）を運用。

経営比較分析表：【別紙１】のとおり
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３） 料金収入の見通し

水需要の予測

　第5次芦屋市総合戦略後期基本計画の将来推計人口の動向を踏まえ、給水人口が令和13年度には90,600人に減少すると推計している。

　水需要に比例して算出している。年間有収水量に令和6年度決算における供給単価（169.74円/㎥）を乗じて算出している。

給水人口の予測

　水需要の予測は、給水人口に令和6年度決算における1人当たりの有収水量（296㎥）をかけて算出している。なお、節水機器の普及による水需要の減少は下げ止まり傾
向であるため、令和８年度以降の推計については令和７年度の数値を用いている。
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（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

目 標

　
　有収率　９６％

　基幹管路耐震適合率　７５％

　投資・財政計画に基づき、施設・設備・管路の更新等を進めていく
　なお、インフレトレンドに伴い物価上昇が著しい経営環境を考慮し、必要な投資は先送りすることなく進める。また、特別利益の水利負担金（1.2億円）が令和８年度から
見込めないなど収支不足が令和１３年度には3億円以上見込まれているため、経営の合理化や効率化をさらに進めながらも料金改定を早期に行いたい。なお、料金改定
を検討する際は特に受益と負担のバランスを考慮するよう努める。
【管路及び水道施設】
　基幹路線下にある老朽化管路を中心に、年３㎞程度の更新や水道施設の設備更新及び耐震化を進める。
【浄水場、配水池、調整池】
　将来的に給水人口が減少し水需要が減るなかで、水道施設の最適化を検討し実施する。奥山浄水場については、大規模修繕工事等が必要となる段階までに運転管
理の委託業務を進め、将来的な施設の在り方を検討する。

　現在まで、業務の見直しや民間活用などにより組織効率化に努めてきた。その中で、今後も安心・安全な水を持続的に供給するためには、水道事業に携わる職員の技
術継承が必要となる。そのため、引き続き技術部門、事務部門の意識改革・能力開発や知見の継承に重点を置いた組織づくりを行う。退職者や再任用の終了に伴う業務
の民間委託も選択肢の一つとして職員配置の最適化に努めていく。

　令和３年　３０人　→　令和１３年　２０人

投資・財政計画（収支計画）　：　【別紙３】【別紙４】のとおり

組織の見通し

「芦屋市水道ビジョン」に掲げている以下の経営理念を念頭に、将来にわたって安心・安全でおいしい水を供給し続けるために、事業経営に努めていく。

【経営理念】
【別紙２】芦屋市水道ビジョン　施策体系図のとおり。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

目 標

　経常収支比率　１００％以上

　料金回収率　１００％以上

　水道料金の収納率　９９％以上

②　収支計画のうち財源についての説明

【料金収入】
　給水人口予測、１人１日有収水量などから年間総有収水量を算出し、これに令和6年度決算の供給単価である169.74円を乗じて算出している。
【企業債】
　特に令和９年度から１３年度までは集中的に機械・施設の更新が必要であるため、積極的に借り入れを行う。老朽化している管更新については年3㎞を実施できるよう取
り組む。将来における負担の公平性や水道事業の資金需要を考慮しながら、工事請負費の90％を企業債の借入で見込む。
【その他の収益】
　水道事業の資金需要や社会経済情勢に注視しつつ、資産運用のため有価証券を購入し、１０年のラダー型の完成を目指す。その後は満期償還金と同等額の有価証券
を購入し、利息の確保の行う。

　今計画では、将来的に給水人口の減少がみられるため、浄水施設や調整池等のダウンサイジングも含めた検討する予定である。

　老朽配水管の更新に際しては、スペックダウンを含めて水理的に適切な口径になるかどうかを検討する。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　定期的な点検・修繕を行うことで、耐用年数以上の期間で安定的に使用できるよう、ライフサイクルコストを踏まえて長寿命化を図
る。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　阪神水道企業団及び構成市で組織する「阪神地域の水供給の最適化研究会」で地域の施設配置の最適化について引き続き検討
する。
　「兵庫県水道事業のあり方懇話会」において神戸・阪神南地域で広域連携について協議する。

そ の 他 の 取 組 　【別紙２】芦屋市水道ビジョン　施策体系図のとおり。

　当分の間、施設の建替計画はないため、PFI・DBOは検討していないが、近隣団体や同規模団体等の動向を注視し、引き続き調査
していく。

広 域 化

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

【委託料】
　今後、奥山浄水場の運転業務委託を進めることにより、段階的に増加を見込んでいる。なお物価上昇率を３％見込む
【動力費・薬品費】
　水量の減少はあるものの、インフレによるコスト上昇分を３％で見込む
【給料手当等】
　奥山浄水場の委託化を進めるため、５名分の給与等を退職と共に段階的に減少させている。なお賃金上昇率を２％見込む
【受水費】
　２部料金制のうち、変動費部分については上昇トレンドであるものの予測ができないため、令和６年度決算数値で推計する。
【その他経費】
　令和6年度決算及び８年度予算を参考に見込んでいる。なお物価上昇率を３％見込む
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②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

繰 入 金

　原則５年ごとに水道ビジョン及び経営戦略の見直しを行う。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

　収支計画を踏まえ、企業債の元金据置期間（３年～５年）を適用せず、初年度から元金償還を行うことで、利息負担の軽減や単年
度の償還額の軽減を図る。
　金利が上昇局面であり、当面大幅な投資が予定されているため、長期の借り入れができる資金を借り入れたい。

　総務省が示す地方公営企業操出基準に基づき、市財政課と協議のうえ、一般会計からの操出金を繰り入れる。

　水道事業の経営健全化を進めていく中で、今回の経営戦略策定期間で料金改定を検討する必要がある。併せて、将来に備えて、
人口減少や家族のあり方が変わっている中で、どのような料金体系が妥当であるかについても検討していく。

　有価証券の購入及び遊休土地の処分

そ の 他 の 取 組
　人口減少とともに職員数も減少していく。物価が高騰する中、単純に委託割合を上げることは経営的には限界がある。芦屋市の水
道技術・知見を継承するという観点からも、水道経験者の活躍できる環境を検討する。

企 業 債
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【経営理念】

【持続ある水道①】
  (1) 業務改善・効率化の推進

  (2) 計画的経営の実践

 持続ある水道   (3) 阪神水道受水のあり方の研究

  (4) 料金改定の検討

　(5) 費用の抑制

【持続ある水道②】

　(1) 民間活用の推進

　(2) 先進技術に関する調査・研究

【持続ある水道③】

　(1) 職員の資質向上

【持続ある水道④】

  (1) 広域的連携の推進

【安全・強靭な水道①】

  (1) アセットマネジメントの実践

  (2) 自己水源の将来方針

【安全・強靭な水道②】
  (1) 老朽管等の耐震化

安全・強靭な水道 【安全・強靭な水道③】
  (1) 危機管理マニュアル・体制の整備

  (2) バックアップ機能の充実

  (3) 訓練等の実施

【安全・強靭な水道④】
  (1) 水質管理の徹底

  (2) 小規模受水槽水道への指導

【環境配慮・情報公開①】
  (1) 省エネルギーの取組

  (2) 「芦屋市環境マネジメントシステム」の遵守

環境への配慮と情報公開 【環境配慮・情報公開②】
  (1) 『過程の発信』の充実

  (2) 公聴活動の充実

芦屋市水道ビジョン　施策体系図

基本方針 基本目標 実現方策

「安全・強靭」,「持続」ある水道を目指し，より豊かで「環境」に配慮した快適な社会の創造に貢献してい
きます。
 また，開かれた水道事業を目指し「情報公開」をより一層推進していきます。

持　続 経営基盤の強化

  財政の健全化を図るとともに、効率的な水
道事業を目指す。

  蛇口から飲めるという水道文化を継承し、
水道技術に携わる人材の確保及び育成するこ
とで持続性ある経営体制を目指す。

業務の効率化

職員の資質向上

広域的連携の推進

安　全 資産管理の最適化

強　靭
水道施設整備の推進

  災害に強い水道施設の構築を目指す。
災害対策の充実

  安定した水質を確保し、安心・安全でおい
しい水の供給を目指す。

安心・安全でおいしい水の供給

環　境 環境に配慮した水道経営

情報公開

  地形を活用した配水や再資源化によって、
自然環境に配慮した水道経営を目指す。

コミュニケーションの充実

  

  水道利用者とのコミュニケーションの充実
を図り、信頼される水道経営を目指す。
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様式第2号（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

区　　　分(税抜き） 〔 決 算 〕 〔 決 算 〕 〔 決 算 〕 〔 決 算 〕 〔 決 算 〕 〔決算見込〕 〔 予 算 〕

１． (A) 1,485,078 1,873,206 1,774,112 1,747,295 1,745,543 1,782,269 1,714,003 1,735,723 1,724,779 1,714,050 1,703,322 1,697,105
(1) 1,406,774 1,736,611 1,702,221 1,675,758 1,672,900 1,652,794 1,567,119 1,644,723 1,633,779 1,623,050 1,612,322 1,606,105
(2) (B) 25,717 85,437 3,919 5,641 1,737 48,722 47,778 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
(3) 52,587 51,158 67,972 65,896 70,906 80,753 99,106 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000

２． 169,044 200,450 168,854 132,817 125,848 134,182 432,156 162,198 172,514 174,653 176,912 179,287
(1) 6,699 10,316 17,280 8,149 7,495 7,340 270,502 7,500 16,000 16,000 16,000 16,000

国（都道府県）補助金 6,699 10,316 17,280 8,149 7,495 7,340 270,502 7,500 16,000 16,000 16,000 16,000

(2) 127,906 127,904 103,809 88,765 82,202 82,151 84,306 81,698 83,514 85,653 87,912 90,287
(3) 34,439 62,230 47,765 35,903 36,151 44,691 77,348 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000

(C) 1,654,122 2,073,656 1,942,966 1,880,112 1,871,391 1,916,451 2,146,159 1,897,921 1,897,293 1,888,703 1,880,234 1,876,392
１． 2,493,717 1,843,910 1,738,960 1,773,397 1,854,750 1,979,323 2,295,327 1,932,642 1,982,486 2,027,388 2,060,346 2,089,758
(1) 246,573 252,346 239,020 234,481 251,467 236,757 269,852 249,804 252,862 252,310 257,356 256,893

115,740 97,216 97,765 92,931 98,946 100,836 101,485 94,149 94,502 92,823 94,679 93,003
10,128 21,559 10,513 9,011 8,996 9,497 19,011 7,996 7,850 7,497 7,647 7,290

120,705 133,571 130,742 132,539 143,525 126,424 149,356 147,659 150,510 151,990 155,030 156,600
(2) 1,821,640 1,160,952 1,080,591 1,101,502 1,177,883 1,294,694 1,570,590 1,249,281 1,259,670 1,280,276 1,291,305 1,302,564

9,130 9,425 10,940 8,849 9,913 9,846 12,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
59,161 56,346 56,453 55,801 56,466 57,464 104,373 57,000 57,000 57,000 57,000 57,000

973 649 1,069 1,081 325 822 1,595 300 300 300 300 300
628,275 628,028 627,259 628,168 648,146 641,711 714,068 650,000 650,000 650,000 650,000 650,000

1,124,101 466,504 384,870 407,603 463,033 584,851 738,554 531,981 542,370 562,976 574,005 585,264
(3) 425,504 430,612 419,349 437,414 425,400 447,872 454,885 433,556 469,954 494,802 511,685 530,301

２． 63,239 61,761 58,894 61,628 58,397 55,730 59,512 79,808 98,642 125,063 143,093 154,710
(1) 62,710 61,131 58,192 61,209 57,863 55,054 58,276 79,308 98,142 124,563 142,593 154,210
(2) 529 630 702 419 534 676 1,236 500 500 500 500 500

(D) 2,556,956 1,905,671 1,797,854 1,835,025 1,913,147 2,035,053 2,354,839 2,012,450 2,081,128 2,152,451 2,203,439 2,244,468
(E) △ 902,834 167,985 145,112 45,087 △ 41,756 △ 118,602 △ 208,680 △ 114,529 △ 183,835 △ 263,747 △ 323,205 △ 368,076
(F) 119,518 119,719 119,755 119,056 133,560 178,264 20 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
(G) 12,554 2,736 2,048 661 835 937 10,819 811 4,197 4,189 5,276 3,066
(H) 106,964 116,983 117,707 118,395 132,725 177,327 △ 10,799 1,189 △ 2,197 △ 2,189 △ 3,276 △ 1,066

△ 795,870 284,968 262,819 163,482 90,969 58,725 △ 219,479 △ 113,340 △ 186,032 △ 265,936 △ 326,481 △ 369,142
(I) 284,986 369,956 332,775 196,258 287,228 5,954 △ 213,525 △ 326,865 △ 512,897 △ 778,833 △ 1,105,314 △ 1,474,456
(J) 1,815,824 2,142,712 2,651,510 1,981,341 1,739,849 1,639,183 675,094 546,854 504,875 474,705 452,726 421,497

61,339 111,538 74,675 28,640 77,554 109,936 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000
(K) 744,314 844,448 1,227,474 729,486 955,080 1,093,326 940,398 936,034 1,173,159 1,106,603 1,046,165 1,140,039

265,735 282,065 285,791 299,564 312,158 323,542 312,158 340,354 355,675 374,475 378,681 400,367

389,395 482,502 878,480 367,167 545,948 706,216 532,561 499,680 721,484 636,128 571,484 643,672
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 1,459,361 1,787,769 1,770,193 1,741,654 1,743,806 1,733,547 1,666,225 1,734,723 1,723,779 1,713,050 1,702,322 1,696,105

(N)

(O)

(P)

経 常 損 益

う ち 一 時 借 入 金

収 入 計

そ の 他

収

益

的

支

出

収

益

的

収

入

そ の 他

支 払 利 息
そ の 他

(E)+(H)

特 別 利 益

(F)-(G)

(C)-(D)

減 価 償 却 費

う ち 建 設 改 良 費 分

累 積 欠 損 金 比 率 （

令和9年度

(A)-(B)

営 業 外 費 用

動 力 費
修 繕 費
材 料 費

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

地 方 財 政 法 施行 令第 15条 第１ 項に より 算定 した
資 金 の 不 足 額

支 出 計

そ の 他 補 助 金

令和13年度令和10年度 令和12年度

営 業 収 益

営 業 外 収 益

職 員 給 与 費

経 費

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

そ の 他

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 費 用

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

）

う ち 未 収 金

収

益

的

収

支

う ち 未 払 金

基 本 給
退 職 給 付 費

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算定 した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

流 動 資 産

×100

流 動 負 債

特 別 損 益

令和11年度

受 水 費

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

他 会 計 補 助 金

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

6
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